
事務事業評価の評価結果について（平成27年度の事業に対する評価）

政策財務部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見

秘書課
秘書一般
関係事業

　市長及び副市長のために円滑
な公務の執行が図られるようサ
ポートします。
関係各種団体及び個人のために
交際費の支出、後援名義の使用
許可、市長会関係事務などを通
じた円滑な市政の推進を図りま
す。

市長及び副市
長の日程調整
に係るダブル
ブッキング及
び連絡漏れの
件数

　市長及び副市長と関係
各種団体等との連絡調整
（行事等参加に係る日程
調整や内外部との協議
等）を迅速に行うこと
が、円滑な市政運営につ
ながるため、ダブルブッ
キング及び連絡漏れが発
生しないよう当該件数を
指標とします。

0件 0件

　内外部の連絡は即座に
対応するよう努めるとと
もに、担当者間で確認し
合うことで、日程調整を
スムーズに正確に行うこ
とができました。

4

　担当職員間での連携を
意識し、情報共有を進め
ることで迅速に事務処理
を行うことができまし
た。交際費の支出、後援
名義の使用許可などの事
務事業も適正に執行し、
円滑な市政運営に寄与す
ることができました。

現状維持

　本事業は、市長及び副
市長の円滑な公務執行の
ために必要不可欠な事業
であり、内部管理が主と
なりますが、今後も適正
かつ効率的な事務処理を
心がけ、市長及び副市長
の意思決定がスムーズに
行えるよう秘書業務を進
めています。

政策課
企画事務
関係事業

　所管業務の円滑な推進を図る
ため、庶務関係経費の効率的な
執行を行うとともに、事業推進
交際費の総括として、各担当課
への予算調整を行い、取扱い基
準に基づく適正な執行を行いま
す。

需用費等事務
用経費の執行
抑制

　効率的な事業推進を図
りつつ事務経費の削減を
図り、需用費等の事務用
経費の支出を抑制しま
す。

　用紙の裏面再利用
やコピーの削減など
により、経費の抑制
を図ります。
　また、関係所管と
調整し、適正かつ効
果的な交際費の執行
を図ります。

　カラープリンター更新
に伴い、購入費用、ト
ナーカートリッジ等の在
庫確保のため、一時的に
経費は増加しましたが、
コピー用紙の購入を削減
するなど、経費の抑制に
努めました。
　交際費について、予算
配分だけでなく、効果的
な執行となるよう調整を
行いました。

4

　庶務関係経費の適正な
執行管理に努めるととも
に、事業推進交際費につ
いては、取扱基準に基づ
く適正な執行を行うこと
ができました。

現状維持

　今後も、カラープリン
タ用消耗品の一括購入
や、資料の作成部数の精
査などにより経費の抑制
に努めながら、適正な事
業推進を図ります。

政策課
企画事務
事業

　本市のまちづくりの進捗状況
と課題を明らかにするため、総
合計画後期基本計画の進捗管理
を行うとともに、市民へのユニ
バーサルデザインの浸透に取り
組み、参加と協働のまちづくり
を推進します。また、平成３０
年度からの本市のまちづくりの
方向性を示すため、次期総合計
画を策定します。
　また、平成27年度に策定した
津市まち・ひと・しごと創生人
口ビジョン・総合戦略に基づ
き、地方創生の取組も進めてい
きます。

総合計画の適
正な進捗管理

　総合計画に位置付けら
れている各事業の実施状
況を適正に把握すること
でより着実なまちづくり
の推進を図ります。

　ユニバーサルデザ
インのまちづくりな
どの事業を着実に推
進するとともに、総
合計画の適正な進捗
管理と次期総合計画
の策定に向けた取組
を進めます。

　津市総合計画後期基本
計画の進行管理を行うと
ともに、参加と協働のま
ちづくりに向け、市民等
へのユニバーサルデザイ
ンの周知・啓発を行いま
した。
　また、津市まち・ひ
と・しごと創生人口ビ
ジョン・総合戦略を策定
しました。

4

　津市総合計画後期基本
計画の推進のため、計画
に位置付けた重要施策に
ついて政策会議を実施す
るとともに、その他の施
策についても進捗状況の
聴取を行うなど、着実な
進行管理を実施しまし
た。
　また、ユニバーサルデ
ザインのまちづくりを推
進するとともに、津市ま
ち・ひと・しごと創生人
口ビジョン・総合戦略を
策定し、地方創生に向け
た取組を集中して進める
ための方向性を示すこと
ができました。

拡充・充
実

　今後も後期基本計画を
着実に推進するため、政
策会議の活用や進捗状況
の聴取等により、より効
果的な進行管理を行い、
その結果については、市
民に分かりやすく公表し
ていくとともに、これら
を踏まえながら、次期総
合計画の策定に向けた取
組を進める必要がありま
す。
　また、市民等における
ユニバーサルデザインの
まちづくりに向けたより
一層の意識の向上を図る
とともに、津市まち・ひ
と・しごと創生人口ビ
ジョン・総合戦略に基づ
き、地方創生の取組も進
めます。

政策課
公平委員
会関係事
業

　職員の勤務条件に関する措置
の要求及び職員に対する不利益
処分を審査し、並びにこれにつ
いて必要な措置を講ずるため
に、地方自治法第202条の2第
2項及び地方公務員法に定める
公平委員会の円滑な運営を行い
ます。

審査及び措置
要求への迅速
かつ適正な対
応

　日頃から全国公平委員
会連合会等が主催する研
修会等を通じて情報収
集、調査研究、知識の向
上を図り、審査及び措置
要求があった際に、迅速
で適正な対応を行いま
す。

　全国公平委員会連
合会等が主催する研
修会等へ出席し、情
報収集、調査研究、
知識の向上に努め、
審査要求等があった
場合には迅速で適正
な対応を行います。

　全委員が１回以上研修
会に出席し、情報収集、
調査研究、知識の向上を
図ることができました。

4

　全委員が1回以上全国
公平委員会連合会等の研
修会に出席することによ
り、情報収集、調査研
究、知識の向上を図るこ
とができました。

現状維持

　今後においても、研修
会等への出席により情報
収集、調査研究、知識の
向上を図るとともに、事
案の申請にあっては、適
切な審査対応を図りま
す。

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価
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政策課
地域審議
会事業

　地域審議会は、地方自治法に
規定された附属機関であり、新
市の基本構想の策定に関する事
項等について市長の諮問に応じ
て審議し、答申すること、ま
た、地域振興を図ることを目的
として、審議会の設置に関する
協議により設置したもので、期
間は平成18年1月1日から平成
28年3月31日とし、合併前の
旧市町村の区域を単位に10の審
議会を設置していました。
　平成28年3月31日をもって
設置期間が終了したことから、
平成28年度以降の事業はありま
せん。

審議会の開催
回数

　市民の意見及び提言を
地域振興施策に反映させ
ていくため、意見を聞く
場を設ける回数を成果指
標とします。

5回 平均3.8回

津地区4回
久居地区5回
河芸地区5回
芸濃地区4回
美里地区3回
安濃地区3回
香良洲地区4回
一志地区3回
白山地区3回
美杉地区4回

　開催回数は地域によっ
て差がありますが、各地
域とも委員から様々な意
見をいただくことができ
ました。
　また、各委員の思いも
含め、これまでの実績を
冊子にまとめました。

3

　開催回数の少なかった
地域もありましたが、各
地域から地域の課題に対
する意見や提案等をいた
だき、地域かがやきプロ
グラム事業を含め、地域
の特性を活かした地域づ
くりにつなげることがで
きました。
　平成２７年度は特に、
津市まち・ひと・しごと
創生人口ビジョン・総合
戦略について全地区共通
で議題とし、多くの意見
をいただくことができま
した。
　また、地域審議会の設
置期間終了にあたり、各
地区の地域審議会事務局
において地域審議会の１
０年間の活動実績等をま
とめた記録誌を作成し、
各委員に配付することも
できました。

廃止

　地域審議会は、各地域
の意見を市政の運営に反
映させるため重要な役割
を果たしてきましたが、
平成２７年度末で設置期
間が終了したことから、
平成２８年度以降の事業
はありません。

東京事務所
東京事務
所管理運
営事業

　本市・三重県出身者の勤務す
る首都圏の企業、省庁等や、本
市に本社・支社・工場等を置く
企業等に対して、市の工業用地
に関する情報の提供を行うとと
もに、首都圏に本社機能を置く
企業の動向等（主に工場等の新
設に関すること）や中央省庁に
おける政策的な情報の収集を行
い、本市の首都圏における情報
送受信のアンテナのしての役割
を担います。

　首都圏の住民、企業全般に対
し、本市の観光・物産情報の紹
介や、企業訪問等により津市の
ＰＲを行い、知名度の向上と誘
客、企業の立地の促進を図りま
す。

情報収集活動
数

　シティプロモーション
全般のクオリティ内容を
担当部局で評価・整理を
行うことに伴い、従前の
首都圏におけるイベント
実施に係る指標を見直
し、省庁や本社機能を有
する首都圏立地企業等か
らの情報収集・提供活動
を活動指標として設定し
ます。

500件 568件

　継続的な情報収集
活動に伴う有益かつ
時宜・迅速な情報を
関係部局へ提供する
ことで、市政策に効
果的に反映し、持続
的な市潜在力の向上
につなげます。

　月１回の「つデイ」及
びその他の情報発信イベ
ントを行うとともに、効
率的に企業訪問等を行う
ことによって、継続的な
情報収集・提供活動を行
い、市政策への反映が図
られました。

4

　「つデイ」をはじめ、
首都圏における公共施設
等を活用したシティープ
ロモーションにより市Ｐ
Ｒと観光・物産の周知に
一定度努めることができ
ました。
　また、省庁や本社機能
を有する首都圏立地企業
等からの情報収集・提供
活動は堅持・継続して行
うことができました。

現状維持

　「つデイ」をはじめ、
首都圏での公共施設等や
各種イベントを活用し
て、市PRや観光・物産振
興に資するシティプロ
モーションを継続してい
きます。
　また、省庁や本社機能
を有する首都圏立地企業
等からの情報収集・提供
活動は堅持・継続しつ
つ、その対象範囲を拡充
していくことで市施策に
有用かつ企業誘致・設備
投資等につながるよう多
角的な情報収集を行って
いきます。

2 / 7 



政策財務部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見
課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価

広報課
広報事務
事業

　市政や各種事業・イベント情
報などを市民にお知らせするた
め、広報紙、ホームページ、
Facebook、ケーブルテレビ、
ラジオ等の各種広報媒体を通
じ、発信します。また、本市の
魅力を積極的かつ効果的に情報
発信するため、全国をはじめ世
界も視野に入れたシティプロ
モーション事業を展開します。

分かりやすく
親しみのある
広報活動、全
国等に向けた
シティプロ
モーション活
動

　市政や各種事業・イベ
ント情報などを市民にお
知らせするため、広報
紙、ホームページ、
Facebook、ケーブルテ
レビ、ラジオ等の各種広
報媒体を通じ、発信する
とともに、本市の魅力を
積極的かつ効果的に情報
発信するため、全国をは
じめ世界も視野に入れた
シティプロモーション活
動を展開します。

　各種広報媒体を通
じた情報発信を行う
とともに、積極的か
つ効果的なシティプ
ロモーション活動を
展開します。

　各種広報媒体を通じた
情報発信を行うととも
に、積極的かつ効果的な
シティプロモーション活
動が展開できました。

4

　広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、ケーブ
ルテレビなどさまざまな
広報媒体を通じた情報発
信並びに報道機関への資
料提供を行うとともに、
積極的かつ効果的なシ
ティプロモーション活動
を展開することにより、
目標に掲げる広報業務を
ほぼ行うことができまし
た。
　また、平成28年4月か
らのホームページのリ
ニューアルに向けた取り
組みを行い、情報発信力
の一層の向上を目指しま
した。
　さらに、地域活性化・
地域住民生活等緊急支援
交付金を活用し、プロ
モーションビデオの制
作、PRグッズの作成など
を行いました。
　引き続き、それぞれの
広報媒体の特性を生かし
た情報発信を行うととも
に、さらなるシティプロ
モーション活動を推進し
ます。

拡充・充
実

　広報業務においては、
常に正確な情報が求めら
れているとともに市民目
線に立った情報を発信す
る必要があります。引き
続き、広報紙、ホーム
ページ、Facebook、
ケーブルテレビなど、そ
れぞれの広報媒体の利点
や特性を生かしつつ、市
民のニーズに沿った広報
業務を実施していきま
す。
　リニューアルしたホー
ムページにおいては、よ
り情報発信力を高められ
るよう努めるとともに、
プロモーションビデオに
ついても、より有効なPR
ができるよう活用してい
きます。
　また、既存の広報業務
とともにシティプロモー
ション活動を展開し、本
市の魅力を世界に視野を
広げて情報を発信しま
す。

財政課
財政事務
事業

　財政健全化法に基づく健全化
判断比率の算定や新たな公会計
制度へ対応を進めるなど、財政
状況の公表に努めるとともに、
健全な財政運営のための予算編
成、財政考査等を行います。

経常収支比率

　経常収支比率とは、毎
年恒常的に支出される経
費を継続的・安定的に確
保可能な収入で除したも
ので、この比率が低いほ
どゆとりのある財政状況
を表すものです。平成23
年度における当該比率の
全国平均は92.6％で全国
的に上昇傾向となってお
り、本市も含め、非常に
厳しい財政状況が続いて
いますが、健全財政の維
持とまちづくりへの投資
を両立する観点から成果
指標とします。

92.5% 90.7%
平成27年度の経常収支比
率は90.7%で目標値を達
成しました。

4

　成果指標として設定し
た「経常収支比率」の数
値は、依然として高水準
で推移しており今後も注
意が必要ではあるもの
の、前年と比較して0.7
ポイント改善し、目標値
を達成することができま
した。
　また、当初予算の内
容、決算分析や財政状況
などについて、市広報、
ケーブルテレビ、ホーム
ページを通じて、市民の
方々に周知を行いまし
た。

現状維持

　予算編成方法の検証や
改善、適正な予算の執行
管理を通じて、健全で安
定した財政運営に努めま
す。
　また、財政状況等の公
表については、引き続
き、各種広報媒体を活用
して、分かりやすく市民
にお知らせしていきま
す。
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市民税課
税務総務
事業

　津税務署や県税事務所等の税
務関係機関との連携のもと、各
種研修会への職員派遣、外部講
師を招き税三課一室での研修事
業を実施するなど、税務職員の
資質の向上により、適切な賦課
徴収に努めます。
　また、三重地方税管理回収機
構との連携により、滞納整理業
務を中心とした税業務を推進し
ます。

高い税務専門
能力と優れた
行動力を備え
た職員の育成

　市民目線にたって業務
を推進するため、高い税
務専門能力を備えた職員
の育成が必要なことか
ら、研修参加者数を指標
とします。

580人 591人

　内外、専門を問わず研
修を受講することがで
き、職員の能力向上が図
られ、接遇や課税実績に
つなげることができまし
た。

4

　内外の研修会への積極
的な参加により職員の賦
課徴収能力の向上が図ら
れるとともに、税務関係
機関との密接な連携のも
と、適正かつ効率的な業
務が推進できました。

現状維持

　自主研修や時間外の研
修は職員自身のやる気、
研修による欠員に対する
フォローは周囲の理解が
必要となります。今後も
賦課徴収能力の向上を目
指し、あらゆる研修を受
講できる環境整備に努め
ます。
　また、研修で学んだこ
とを自己完結だけに終わ
らせず、周囲にも伝える
ことができるよう普段か
ら情報共有を形成してい
きます。
　さらに、窓口業務の民
間委託の品質向上に向け
て、取組を強化し、効率
的な業務運営を図ること
で、安定した税収確保に
つなげます。

市民税課
賦課関係
事業

　公正・適正な賦課業務を迅速
かつ効率的に執行することによ
り、市税政への信頼と税財源の
安定的確保に取り組みます。

特別徴収によ
る納税の推進

　税財源の安定確保を図
るため、特別徴収による
納税義務者数を指標とし
ます。

90000人 94838人

・三重県下全市町で特別
徴収の一斉指定実施
・普通徴収希望給報に対
する事前特徴通知を706
事業所へ発送（28年2・
4月）
・広報、ＣＡＴＶ、チラ
シ発送等実施
・特別徴収推進のための
講師派遣

4

　情報システムの積極的
活用が図られ、効率的な
課税業務のもとで、個
人・法人市民税、軽自動
車税等について、課税客
体の把握に努め、的確に
市税財源を確保すること
ができました。
　特に個人市民税におい
ては、申告会場において
モバイルネットワークを
導入するなど、効率的な
賦課業務の推進を図るこ
とができました。
　また、平成２６年度か
らの個人住民税の特別徴
収義務者一斉指定に伴い
積極的な啓発活動を行
い、三重県下第２位とな
る特別徴収実施率９０．
７％を達成しました。

現状維持

　今後についても、課税
客体の把握に努め、市税
財源の確保に努め、国税
連携による効率的な課税
業務を推進します。
　また、収税課等との連
携の下、給与所得者の特
別徴収をさらに推進しま
す。
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資産税課
　賦課関
係事業

　市内に所在する土地、家屋及
び償却資産を所有するものに対
して、「固定資産評価基準」に
基づき、課税客体の的確な把
握、調査、評価を行い、固定資
産税及び都市計画税の課税を
行っております。
　固定資産税等は本市の基幹税
であり、安定した税収確保は、
各種行政サービスを行っていく
上で不可欠であることから、納
税者の理解を図りながら、継続
して適正かつ公平な評価及び課
税が実現できる取り組みを展開
します。

審査申出及び
不服申立て件
数

　安定した財源の確保の
ためには、適正かつ公平
な賦課を図るとともに、
納税者からの信頼の確保
が必要です。
　信頼を把握するための
ひとつの指標として、地
方税法の規定による審査
の申出及び行政不服審査
法の規定による異議申立
ての件数を、また適正か
つ公平な賦課であること
を示す指標として、申立
ての結果、認容となった
件数の割合を用います。

審査申出
０件

（認容件
数の割合

０％）
異議申立

て
０件

（認容件
数の割合
０％）件

審査申出
４件

（認容件
数の割合

０％）
異議申立

て
０件

（認容件
数の割合
０％）件

　信頼を把握する指標と
なる審査の申出が４件、
異議申立ては０件でし
た。
　申出の起因となった事
由としては、土地・家屋
の評価額に対する不服で
ありました。
　審査の決定結果は継続
中が１件あるものの、却
下（３件）であったこと
から、適法かつ適正な評
価に基づく公平な賦課で
あったと認識していま
す。

4

　市税における基幹税で
ある固定資産税は、地方
税法に規定された「固定
資産評価基準」に基づき
決定することになります
が、課税対象となる土地
や家屋等の評価及び賦課
については、職員の自主
的な判断が求められるこ
とが少なくありません。
そこで、プリセプターに
よる専門的知識の承継及
び現場での経験を重ねる
こと等により、職員のス
キルアップを図る中で、
課税対象物件及び対象者
を正確に把握するととも
に、納税者に対する説明
責任を果たし、適正な評
価及び公平な課税を行う
ことができました。
　今後とも、健全な財政
運営及び財源確保のた
め、継続して事業を進
め、市の基幹税目として
の役割を果たしていきま
す。

現状維持

　固定資産税は、市税に
おける基幹税としての役
割を担っており、その基
礎となる固定資産評価事
務は、技術的に非常に高
い専門的知識と経験が要
求されます。
　そのために、研修会等
への積極的な参加、事務
マニュアルの作成などに
より、職員の課税実務に
関するスキルアップ、評
価技術の共有や継承を図
り、税に対する納税者の
信頼性確保に努めていき
ます。
　また、配布物やPR関係
については分かりやすさ
に重点を置いた内容の充
実、固定資産評価・課税
の仕組みについてはより
一層丁寧な説明に努め、
納税者から十分な理解を
得られるよう、あらゆる
機会をとらえて周知を
図っていきます。

収税課
徴税関係
事業

　市財政の根幹を担う「税収の
確保」と「税の公平性」を堅持
するため、文書・電話等を活用
した自主納付への働きかけを行
うと共に、滞納者に対しては組
織一丸となって厳正な滞納処分
を行っていきます。
　また、納税者の利便性向上、
行政サービスの充実を図るた
め、時代に応じた納税方法の調
査・研究を行い、有効性の認め
られるものについては実現に向
け取り組んでいきます。

収納率

　行財政改革後期実施計
画　平成２７年度目標と
して、現年度収納率９８.
７％、過年度分収納率２
３.０％としています。

98.7% 99.1%

　厳正な納付指導と
津市納税催告セン
ターによる自主的納
付の呼びかけなどを
行い、現年度分の滞
納を減らすことによ
り安定的な財源を確
保します。

　納付指導を中心として
取り組んできた徴収事務
と津市納税催告センター
による自主的納付の呼び
かけの成果により、現年
度分の収納率を向上させ
ることができました。滞
納繰越分については、高
額案件が減少し、少額困
難案件が増加したため前
年に比べ若干収納率が下
がりました。

4

　現年度分については厳
正な納付指導、津市納税
催告センターによる自主
的納付の呼びかけにより
目標としていた収納率を
上回ることができまし
た。滞納繰越分について
も厳正な滞納処分を行い
つつ、特別滞納整理推進
室との連携や三重地方税
管理回収機構への移管に
より滞納整理を進めまし
たが、高額な案件が減少
し、少額な困難案件が増
加したため、目標の収納
率を若干下回ることとな
りました。
　また、担当職員のスキ
ルアップのために段階的
な研修を受講させ、さら
に研修成果をミーティン
グ等でフィードバックさ
せることにより、組織全
体の能力向上を図ること
ができました。

拡充・充
実

　税収の確保と税の公平
性を堅持するため、現年
度分及び滞納繰越分の収
納率について目標値達成
を目指します。現年度分
は、厳正な納付指導、津
市納税催告センターによ
る自主的納付の呼びかけ
の継続、滞納繰越分は、
自力執行権の行使である
滞納処分により、滞納額
の縮小を図ると共に、三
重地方税管理回収機構へ
の市県民税・固定資産税
等の効果的な移管を行い
ます。また、納税者への
利便性の向上を図るため
に、督促状のコンビニ・
郵便局利用やペイジー・
クレジット収納の導入を
進めていきます。
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特別滞納整
理推進室

徴税関係
事業

　特別滞納整理推進室は、税の
手法を活用して効率的かつ効果
的な徴収に取り組む組織として
平成２３年４月に設置され、現
在、市税、国民健康保険料
（税）、介護保険料、保育所入
所負担金、後期高齢者医療保険
料,下水道受益者負担金・分担金
の高額・困難債権を各担当課か
ら引き受け滞納整理に励んでい
ます。
　滞納整理にあたっては、全て
の債権が各担当課で徴収できな
かった困難事案であることか
ら、国税徴収法や地方税法と
いった各種法律を駆使し、厳正
なる姿勢で各種調査、差押処分
などを行うことによって、平成
２３年度から平成２７年度まで
の５年間で延べ４，８３３件、
約２４億７，１２７万円の滞納
債権を回収しました。
　また、徴収業務以外にも各担
当課徴収職員の研修や指導も
行っており、担当課自体の徴収
能力向上にも併せて努めており
ます。

徴収率

　国民健康保険料、介護
保険料、保育所入所負担
金、後期高齢者医療保険
料、下水道受益者負担
金・分担金について、特
別滞納整理推進室での引
受期間（概ね１年）内に
引受債権全体で徴収率２
０％以上をめざします(公
課のみ）。
　※市税については、収
税課と一体的な目標値と
なるため、室としては専
属の公課について独自目
標を立てています。

20.0%

平成28年
3月末現在

平成26年
度引受

56.7％
平成27年

度引受
29.3％

　介護保険料、後期高齢
者医療保険料、下水道受
益者負担金については比
較的堅調に徴収が進みま
したが、国民健康保険料
（税）、保育所入所負担
金については、移管時に
市税の滞納者が多く、処
分が公租優先となりまし
た。
　なお、移管債権全体で
は目標値を大きく超えて
おり、今後も精力的に取
り組みます。

4

　特別滞納整理推進室の
設置から６年目を迎えま
すが、平成２７年度も約
４億４９７万円の高額・
困難債権を徴収し、室設
置以来の総計で約２４億
７，１２６万円を超える
徴収実績を出すことがで
きました。

現状維持

　室の設置効果について
は、各担当課の決算にお
ける大幅な徴収率（滞納
繰越金）アップで確実に
現われており、各担当課
職員の滞納整理も相乗効
果で年々レベルが向上し
ている。
　また、高額の滞納案件
については市税を中心に
年々減少傾向が見られる
ため、引き受け基準を緩
和しながら年間800～
900件程度の移管を今年
も引き受け、更なる滞納
縮減に努めるとともに、
担当課徴収職員に対する
研修・指導等も引き続き
行っていきます。

財産管理課
公有財産
管理事業

　市有財産(土地・建物等)を適
正に管理するため、財産の取
得、管理及び処分に係る総合調
整のほか市有財産の損害保険に
関する事務等を行っています。
　また、用途廃止施設の利活用
等に係るルール作りや公共施設
の全貌を把握し、公共施設等総
合管理計画の策定に向けた取り
組みを行っています。

公共施設カル
テの作成

　今後の公共施設のあり
方の基本的な方針となる
公共施設等総合管理計画
を策定することとしてお
り、この計画の策定を成
果指標とします。

今後、公共施設等総
合管理計画を策定
し、公共施設の最適
化を進めていくため
の基礎資料となる施
設カルテを作成する
とともに公表を行
う。

　一部の公共施設カルテ
が完成していないもの
の、ホームページ上で公
表を行いました。

3

　一部に完成していない
公共施設カルテがあるも
のの、概ねホームページ
に登載することができま
した。
　また、未完成のカルテ
については、各施設所管
に作成の依頼を徹底する
とともに、段階的に登載
することとしています。
　今後は、定期的に更新
していくとともに、様式
を簡素化して取り組んで
いきます。

現状維持

平成２８年度は、公共施
設等総合管理計画の策定
に向けて、現状把握、課
題分析、今後の基本方針
作成等を施設類型毎に行
い、全庁的に公共施設の
あり方検討を進めていき
ます。

財産管理課
車両管理
事業

 　職員が、車両を安全に運行で
きるよう、車両管理の総括、車
両の損害保険、集中管理車両の
より有効かつ効率的な管理及び
配車、車両の運行に係る事故防
止対策に関する事務を行ってい
ます。

不具合の発生
台数の把握管
理

車両の不具合は、日常的
な点検により防げること
から、その発生台数及び
走行距離を指標としま
す。

　点検の実施等によ
り、不具合の発生を
未然に防ぐとともに
車両を良好な状態に
保ちます。
　また、誰もがいつ
でも公用車を使用で
きるよう環境を整備
します。

　点検の実施等により、
不具合の発生を未然に防
ぐとともに車両を良好な
状態に保つことができま
した。

4

　安全運転講習会の開催
に加え、新規採用職員等
を対象とした実技研修、
主幹級職員を対象とした
事故対応研修、さらに
は、新たに事故を起こし
た職員を対象とした実技
研修等を実施するなど
し、公用車の安全運転に
対する意識の向上を図
り、交通事故防止に努め
ました。

拡充・充
実

　
平成２８年度において
も、公用車の適正管理に
努め、より適切な運行を
図っていきたい。
交通事故対応研修等を実
施し、安全運転に対する
意識の向上、及び万一事
故が発生した際の対応能
力を図っていきます。
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財産管理課
庁舎維持
管理事業

　市民が、安全に安心して利用
していただけるよう、ユニバー
サルデザインやバリアフリー化
を踏まえ、本庁舎及び地域庁舎
等における施設環境の整備及び
適正且つ効率的な維持管理に努
めます。

庁舎の適正な
維持管理

庁舎施設の環境を適正に
維持することで、市民が
安心して安全に利用いた
だけるため、指標としま
す。

　ユニバーサルデザ
インやバリアフリー
化を踏まえ、本庁舎
及び各総合支所庁舎
等における施設環境
の整備及び適正且つ
効率的な維持管理を
行います。

　本庁舎及び各総合支所
庁舎等において、徹底し
た空調管理による電気使
用量の削減に努めるとと
もに、施設環境の整備及
び適正且つ効率的な維持
管理を行うことができま
した。

3

本庁舎及び各総合支所庁
舎において、空調設備の
適正運転を行うなど電気
使用量の削減に努めると
ともに、適切な施設の維
持管理及び施設環境の整
備を行うことができまし
た。
　今後とも引き続き、電
気使用量の削減に努めま
す。

現状維持

市民が安全かつ安心して
庁舎を利用し、市民に対
し安定した行政サービス
を提供する一方で、市の
本庁舎としての重要度を
考慮すると、省エネル
ギー化の推進、建物及び
設備の老朽化に伴う更新
改修など長寿命化を図り
つつ、地震等大規模災害
対策等、多面的な庁舎の
管理を行っていきます。

財産管理課
庁舎整備
事業

　本庁舎を補完するため、本庁
舎周辺の施設整備事業として、
旧県営住宅跡地へ（仮称）津市
応急クリニック及び教育委員会
庁舎となる新施設の整備事業を
推進します。
　また、新施設へ関係所管の移
転を行うとともに、本庁舎内の
再配置に取り組んでいきます。

本庁舎周辺の
施設整備の進
捗管理

　スケジュールに従った
進捗管理を行います。

北工事事務所建設の
ための用地購入及び
官舎の解体設計を実
施する。
教育委員会庁舎建設
のための実施設計を
実施する。

北工事事務所建設のため
の用地購入及び官舎の解
体設計を実施しました。
教育委員会庁舎建設のた
めの実施設計を実施及び
建設に伴う契約を行いま
した。
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　旧県営住宅跡地につい
ては、本庁機能としての
事務スペース及び応急診
療所機能のある４階建施
設を建設していくための
実施設計を行いました。
　また、津北工事事務所
の配置場所として、旧裁
判所官舎跡地を購入しま
した。
　さらに、本庁舎立体駐
車場改修その他工事を行
い、一般来客用駐車場の
確保に努めました。

拡充・充
実

   旧県営住宅跡地への新
施設建設に係る実施設計
業務等を着実に進めまし
た。平成28年度において
は、（仮称）津市応急ク
リニック及び教育委員会
庁舎の新築工事に取り組
むとともに、本庁舎及び
新施設への関係所管の配
置について調整を図って
いきます。また、旧裁判
所官舎跡地へ津北工事事
務所の建設に伴い、建物
の解体工事を実施してい
きます。

検査課
検査事務
事業

　公共工事における厳正かつ的
確な検査の実施のため、工事検
査要綱に基づき、公共工事が契
約図書等により適正に施行さ
れ、品質等が確保されているか
を検査します。さらに、工事成
績評定を行うことにより、受注
者の指導育成を図り良質な社会
資本を確保します。
　設計積算システムの活用によ
る工事の設計積算の適正化に努
めると共に、設計積算システム
を常時適正な状態で活用できる
よう体制整備を図っていきま
す。

工事検査実施
率

　事業担当課よりの検査
依頼件数に対する適正な
検査実施件数の割合を表
す工事検査実施率を指標
とします。

100% 100%

適正に検査事務事業が実
施できました。
昨年度より工事検査件数
は１１１件多く、年度末
検査にあっては５７件の
増加であったが、昨年と
同様に検査の一部を第３
者機関に委託するととも
に、兼務検査員を増員し
たことにより、兼務検査
員の負担緩和が図れまし
た。
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　兼務検査員の増員及
び、工事成績採点基準等
に関する説明会の開催に
より、検査体制の強化充
実を図り、適正に検査を
実施することができまし
た。
　また、技術職員の技術
力向上については、設計
業務等に係る立会の実施
や各種研修会、現場見学
会の実施により効果的な
取組ができました。

現状維持

平成２７年度において
は、適正に検査事務事業
が実施できたものの、依
然として年度末に検査が
集中することとなった
が、検査体制の整備によ
り対応が図れた。今年度
も引き続き検査の一部を
第３者機関へ委託すると
ともに、兼務検査員数を
一定数確保し、兼務検査
員の負担を緩和を図りま
す。
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